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１．組織の紹介
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2001年
環境省設置

今から54年前に設置、組織を拡大し続けてきました

1997年
京都議定書採択

2010’s2000’s1990’s1980’s1970’s1950’s
1960’s

激甚な公害問題・自然破壊の発生

1971年
環境庁設置

地球環境問題や都市型公害の顕在化 東日本大震災発生

2012年
  原子力規制委員会設置

1992年
リオ・サミット
種の保存法制定

2015年
パリ協定採択

1967年
公害対策基本法制定

1973年
公害健康被害補償法制定

2000年
循環型社会形成推進

基本法制定

約500人

約1,100人

約3,300人
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図解：環境行政のフィールドの拡大

1970年 2010年2000年1990年 2030年2020年
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２．環境省の施策の考え方
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環境省には２つの“コアミッション”があります

時代の要請への対応
2050年カーボンニュートラルの実現
に向け、2030年度温室効果ガス排出
を2013年度比46%削減し、さらに
50％の高みに挑戦。それを実現すべ
く､｢脱炭素社会｣､｢循環経済｣､｢分散型
社会｣への “３つの移行 ” を推進。

不変の原点の追求
環境庁創設以来、半世紀間の変わらぬ
使命である「人の命と環境を守る」
取組を追求。また、東日本大震災・
原発事故から10年を経て未だ道半ばの
復興・再生を全力で推進。
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環境基本計画（約６年ごとに見直し）

直面する環境の危機

①地球が「3つの危機」に直面
気候変動：2023年世界や日本の年平均気温が観測史上最高
生物多様性の損失：第6の大量絶滅時代

（人間活動に起因、過去の大絶滅より絶滅速度が速い）

汚染：世界の排水の80％は未処理のまま放出

②人類の活動が地球の環境収容力を超過
地球の環境収容力（プラネタリー・バウンダリー）を超えつつある

③我が国は環境先進国に向けて正念場
世界トップレベルであった炭素生産性が、トップから大きく乖離。

出所：Copernicus Climate Change Service「Copernicus: September 2023 – unprecedented temperature anomalies; 2023 on 
track to be the warmest year on record」（2023年10月5日）、C3S/ECMWF、Climate Reanalyzer「Daily Surface Air 
Temperature」

世界の日平均気温の推移

出所：OECD Statistics

炭素生産性の推移
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（参考）地球が直面する「３つの危機」を示す事例気候変動
① 2023年の異常気象発生地域分布図

出所：気象庁HP「世界の年ごとの異常気象」

環境省の課題認識について（環境面①）
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（参考）地球が直面する「３つの危機」を示す事例気候変動
② 気候変動の影響の将来予測
21世紀末の日本を20世紀末と比べた場合、年平均気温の上昇、猛暑日・熱
帯夜の日数の増加（２℃上昇シナリオによる予測で約2.8日・約9.0日増加、
４℃上昇シナリオによる予測で約19.1日・約40.6日増加）、日本沿岸の海
面水位の上昇、激しい雨の増加、日本付近における台風の強度の高まりが予測
されている。

出所：国土交通省総合政策局「令和4年版国土交通白書 概要」（2022年）
備考：文部科学省、気象庁「日本の気候変動2020」より国土交通省作成

環境省の課題認識について（環境面②）

（参考）日本における気象災害の激甚化の例
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（参考）地球が直面する「３つの危機」を示す事例生物多様性の損失
① 第６の大量絶滅時代 ② クマ類による人身被害の発生件数の推移

出所：環境省HP「クマに関する各種情報・取組」、2023年度の人身被害件数は令和6年2月末までの速報値

クマ類については、2023年度は統計のある2006年度以
降最も多い人身被害件数を記録する等、人の生活圏に
クマ類が侵入し、国民の安全・安心を脅かしている。

環境省の課題認識について（環境面③）

（参考）Tipping point
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（参考）地球が直面する「３つの危機」を示す事例 汚染
② 海洋プラスチックごみ汚染の深刻化
と生物多様性への影響

BAUシナリオにおけるプラスチック量の拡大、
石油消費量

出所：令和2年版 環境・循環型社会・生物多様性白書

環境省の課題認識について（環境面④）

③ 福島第一原子力発電所事故

福島第一原子力発電所１～４号機
（出典：東京電力ホールディングス）

① 終わっていない水俣病問題



12

環境省の課題認識について（社会・経済面）

経済・社会面の振り返り

①人口減少と東京一極集中
総人口は5年間で200万人減少。出生数も史上最低（75.9万人、2023年）
総人口に占める東京圏の割合が、11.3％（1888年）から25.7％（1990年）に急増し、更に
ここ30年でも29.3％（2023年）に増加

②経済の長期停滞
一人当たりGDPの国際順位が2位から30位に低下
一人当たり名目賃金の伸びは1991年以降、低水準で推移

人口分布の変化

出所：1888年（明治21年）は総務省「日本長期統計要覧」に収録されて都道府県別の「国勢調査」人口を参照。
2020年（令和2年）までの人口は総務省「国勢調査」を参照。

1888年（明治21年）の人口分布 2020年（令和2年）の人口分布

※人口分布の図面は、面積の大きさで都道府
県別の人口を表現したカルトグラムである。

※実際の都道府県の面積とは異なる。

出所：OECD Statistics

一人当たり名目賃金の伸びの推移
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目指すべき社会像とは？

ビ
ジ
ョ
ン

「循環共生型社会」（環境収容力を守り環境の質を上げることによって成長・発展できる文明）

【循環】
化石燃料等の地下資源の依存度を下
げ、「地上資源」を基調とすることで、
新たな資源の投入を可能な限り低減
する。

資源や製品だけでなく、炭素等の元
素レベルも含めた循環を行っていく。
さらに「地域経済」や関係人口の創
出等を通じた「人」の循環も促す。

環境危機（「地球沸騰化」等）、様々な経済・社会的課題への対処の必要性
最
上
位

目
標 「現在及び将来の国民一人ひとりの生活の質、幸福度、ウェルビーイング」、

を新たな成長により実現する

【共生】
人も環境の一部であり、生態系の中
の健全な一員となる必要。自然に対

して畏敬の念を持ち、共生するという我が
国の伝統的自然観を再認識。

人と地球の健康の一体化(プラネタ
リー・ヘルス)
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目指すべき社会像とは？

ビ
ジ
ョ
ン

「循環共生型社会」（環境収容力を守り環境の質を上げることによって成長・発展できる文明）

【循環】
化石燃料等の地下資源の依存
度を下げ、「地上資源」を基
調とすることで、新たな資源の投
入を可能な限り低減する。
資源や製品だけでなく、炭素等
の元素レベルも含めた循環を
行っていく。さらに「地域経済」
や関係人口の創出等を通じた
「人」の循環も促す。

環境危機（「地球沸騰化」等）、様々な経済・社会的課題への対処の必要性
最
上
位

目
標 「現在及び将来の国民一人ひとりの生活の質、幸福度、ウェルビーイング」、

を新たな成長により実現する



15脱炭素社会

目指すべき社会像とは？

ビ
ジ
ョ
ン

「循環共生型社会」（環境収容力を守り環境の質を上げることによって成長・発展できる文明）

【共生】
人も環境の一部であり、生態系の中の健全な
一員となる必要。自然に対して畏敬の念を持ち、共生す

るという我が国の伝統的自然観を再認識。

人と地球の健康の一体化(プラネタリー・ヘルス)

【SDGｓのウェディングケーキモデル】

里地里山

阿蘇での野焼き

社寺林
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現在の社会とのギャップは何か？

方
針

「ウェルビーイング/高い生活の質」を「新たな成長」により実現
長期間続く構造的問題（経済停滞・人口減少等）の解決のための視点を
変える（「変え方を変える」）
これまでの社会システム 今後の社会の変革の方向性

フローの成果への過度なこだわり（GDP
など）

ストックとしての自然資本（環境）を維
持・回復・充実させることが「新たな成長」の
基盤に。

短期的、利己的な視点（未来への投
資の不足、人件費の抑制等）

長期的視点、世代間衡平性、利他的
視点

モノの豊かさ、量的拡大の追及 心の豊かさも重視、環境価値を含む無
形資産を活用した高付加価値経済の
追及

大規模集中型システム、海外に資源
を過度に依存

分散型のコンパクトな国土に、地
産地消の促進
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今後の政策展開について

〇政策展開①：ネットゼロ、循環経済、ネイチャーポジティブ
の施策統合

②：政府、市場、国民の共進化
③：「地域循環共生圏」の構築

→ 新たな成長の実践・実装

【地域循環共生圏について】
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３．環境省の具体的な業務
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政策のツール・効果

• 社会のルール作り（～規制法）
例）大気汚染防止法

• 特定の取組みの促進（～促進法）
例）プラスチック資源循環促進法

• 技術の普及の後押し
例）自然冷媒補助金（脱フロン）

• 直轄事業の実施
例）福島復興、国立公園の魅力向上

• 国民や企業の行動変容を促す
例）デコ活（脱炭素を促す国民運動）

• 国内・国際の最新の動向を共有
例）ESG金融ハイレベルパネル

• 国際ルールの策定への貢献、遵守
例）パリ協定、海洋プラ条約の策定

• 他国の取組への支援
例）JCMプロジェクト

地方
自治体

企業

個人他省庁

諸外国

法
令

予
算

情
報

国
際
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環境省の業務（法令）

制度（法令）づくり

基準・ガイドライン

世の中の仕組み・ルールをつくる。
超えてはいけないライン、ルールを守るため
の手順を示す。

e.g. 地球温暖化対策推進法や化学物質排出管理促進法、
工場からのNOx排出基準、猛禽類保護の進め方、風車騒音に関する指針

気候変動適応法の概要（A-PLATより） 太陽光発電の環境配慮ガイドライン
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法令にクローズアップ！（クマ類による被害防止）

⃝2023年度は市街地や集落など人の生活圏へのクマ類の出没
が相次ぎ、人身被害が過去最多を記録。
人口減少・高齢化による中山間地域での人間活動の低下、里山の利用縮小、放任果
樹の増加等により、人の生活圏がクマ類の生息に適した環境へと変化した可能性

特に市街地へ出没する「アーバンベア」が大きな問題

⃝これまで想定されていなかった、市街地での銃猟対応の必要
性を踏まえ、鳥獣保護管理法を今年改正。

○鳥獣保護管理法（一部抜粋）
（銃猟の制限）
第三十八条
２ 住居が集合している地域又は広場、駅その他の多数の者の集合する場所に
おいては、銃猟をしてはならない。
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環境省の業務（予算）

技術開発・
社会実装

政策目的に合った研究・開発への資金支援、
有望な技術に関する実証事業を実施。
e.g. 環境研究推進費、浮体式洋上風力実証事業など

バイオガス
発電設備

ミャンマー初の
廃棄物発電施設

カンボジアでは5600灯のLED街路灯を設置
（総設置面積は山手線内側の約２倍）浮体式洋上風力発電
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社会実装・地域づくりにクローズアップ！（地域脱炭素）

⃝環境省が、全国で脱炭素の取組を展開していくためのモデル
地域として「脱炭素先行地域」を選定。

⃝脱炭素先行地域づくりに取り組む地方公共団体に対して、
「地域脱炭素推進交付金」で財政的に支援。

畜産ふん尿を活用した脱炭素化
（北海道上士幌町）

畜産ふん尿の処理過程で発生する
メタンガスを利用したバイオガス
発電等の電力を地域新電力を通じ
て町全域の家庭・業務ビル等に供
給し脱炭素化。
役場庁舎中心に大規模停電などの

非常時においても防災拠点として
電力を確保。

バイオガスプラント
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支払い

エネルギー輸入

地域に裨益する形での
再生可能エネルギー導入による
地域経済の改善、エネルギーの自給

収入

エネルギー提供

地域の再生可能エネルギーの活用等による地域経済への効果

食料品, 6.6

原料品, 4.8

鉱物性燃

料, 10.6

化学製品, 
7.8原料別製品, 

6.7

一般機械, 
7.2

電気機器, 
11.8

輸送用機器, 
2.6

その他, 
10.1

貿易統計 主要商品別輸入（2020年分、兆円）

日本全体で
約11兆円/年
（2020年）

再生可能
エネルギー導入

• 地域の雇用・資本
• 利益の社会的投資
• 熱等の副産物、地域内
未利用資源の活用

• 地域事業者による
施設整備・維持管理

地域裨益形
再エネ事業

9割の自治体で、
エネルギー収支が赤字
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環境省の業務（国際）

国際交渉
e.g. パリ協定、水俣条約、バーゼル条約など

地球規模のグローバルな課題には国際的な
ルールづくりも必要。

日ASEAN首脳会議（2021.10） アフリカのきれいな街プラットフォーム

COP29の様子
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環境省の業務（国際）

国際協力 日本の知見・経験の共有、技術移転、
能力開発等の国際協力を推進する。

Better Air Quality Conference
(Nov. 2023, Manila)

The 24th Triparitite Environmental Ministers Meeting
（Nov. 2023, Nagoya）

Bilateral Meeting on co-benefit approach
（Jan. 2024, Ulaanbaatar）
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環境・経済・社会といった複数の諸課題に取り組む

環境政策による環境・経済・社会課題の同時解決が必要

現在抱えている環境問題は、人類のあらゆる社会経済活動から生じ得るもので、 

環境・経済・社会の諸課題は密接に関係しています。

相互に
連関・複雑化

環境の課題
○温室効果ガスの大幅排出削減
○資源の有効利用
○森林・里地里山の荒廃、野生鳥獣被害 
○生物多様性の保全 など

経済の課題
○地域経済の疲弊
○新興国との国際競争
○AI、IoT等の技術革新への対応 
など

社会の課題など

○少子高齢化・人口減少
○働き方改革
○大規模災害への備え
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４．キャリアや働き方について
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本省の組織図

大臣官房 人事、法令、予算等の総合調整、広
報活動など。各部局の取りまとめ。

総合環境政策
統括官グループ

環境省の「戦略部門」。環境金融、
税制、環境基本計画、環境白書、環
境アセスメント等を所管。

環境保健部
公害によって被害を受けた方々の補
償。化学物質による健康や生態系へ
の影響を未然に防止。

地球環境局
気候変動対策について、国内対策か
ら国際交渉まで幅広く所管。フロン
対策やクールビズも。

水・大気環境局
大気・水・土壌の汚染、騒音、振動、
悪臭などの公害対策。海洋プラごみ
問題。

自然環境局
希少動植物の保護や外来動植物対策、
国立公園の維持管理、動物の愛護と
管理等を所管。

環境再生・
資源循環局

除染、放射性物質に汚染された廃棄
物の処理、中間貯蔵施設整備・管理。
３Rや適正処理推進。

地域脱炭素推進
審議官グループ

地域の魅力と質を向上させる地方創
生に資する地域脱炭素を推進。

地域脱炭素推進
審議官グループ

大臣官房 環境保健部

総合環境政策
統括官グループ

地球環境局水・大気環境局

自然環境局

環境再生・
資源循環局

R４年７月
に新設！
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本省以外での勤務

東北地方環境事務所

中部地方環境事務所
関東地方環境事務所

中国四国地方環境事務所

近畿地方環境事務所

九州地方環境事務所 北海道地方環境事務所

福島地方環境事務所

沖縄奄美自然環境事務所

○出向の機会もあり・・・
（例）他府省庁、地方公共団体、脱炭素化支援機構などの

所管法人、民間企業（総合商社、メーカー、金融機関等）

○海外勤務：大使館を始めとする在外公館、国際機関

地方環境事務所

※総合職事務系の例
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環境省の外局である「原子力規制委員会」

⃝福島第一原子力発電所での事故をきっかけに、原子力利用における
「推進」と「安全規制」とを分離し、専門的な知見に基づき独立して
原子力安全規制に関する職務を担う原子力規制委員会が発足。

ＱＳＴ

ＪＡＥＡ

放医研

ＪＡＥＡ

文科省経産省

資源
エネルギー庁

内閣府

原子力
安全委員会

原子力
規制委員会
委員長及び委員４名

原子力安全
・保安院

・発電用原子炉の
安全規制 等

【新しい原子力規制組織】【これまでの原子力規制組織】

原子力
委員会

核セキュリティの
総合調整

・試験研究炉等の安全規制
・核不拡散の保障措置の

規制*1
・放射線モニタリング*1

SPEEDI
・放射性同位元素等の規制*1

環境省

原子力規制庁
（事務局）

ＪＮＥＳ
規制支援機関 ・安全研究 等

・放射線研究 等
*1 H25.4.1.より移管

・安全研究 等*2

・放射線研究 等*3

ＪＮＥＳ

ダブルチェック

*2 H25.4.1.より共管 *3 共管

原子力規制委員会に統合
（平成２６年３月１日）

独立行政法人
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環境省の採用区分

事務系(庶務・会計等)、理工系、自然系それぞれの能力を活かし
つつ、より現場に近い場所でも従事（特に自然系、理工系）

実際の職場では、職種関係なく 「チーム環境省」

大卒：「政治・国際」「法律」
「経済」「教養」「デジタル」「人間科学」

院卒：「行政」「法務」「デジタル」
「人間科学」

大卒・院卒：
「工学」「数理科学・物理・地球科学」 
「化学・生物・ 薬学」「農業科学・水産」
「農業農村工学」「デジタル」「教養」

大卒・院卒：
「森林・自然環境」
 「化学・生物・薬学」

事務系 理工系 自然系

大卒：「行政」※全地域より
「デジタル・電気・電子」「教養」 

高卒：「事務関東甲信越」

「デジタル・電気・電子」「機械」
「土木」「建築」「物理」「化学」
「農学」「農業農村工学」

「土木」「農業農村工学」
「農学」「林学」 「建築」

総
合
職

一
般
職

総
合
職

一
般
職

総
合
職

一
般
職

総合職

一般職(本省採用)

政策の企画立案、法令改正、研究調査などに従事

本
省
採
用

地
方
採
用

大卒：「行政」「教養」「技術系全区分」
一
般
職

地方環境事務所
（北海道、東北、中部、近畿、中国四国、九州）

一般職(地方採用) 特定の地方環境事務所の管轄地域に根ざし、分野を問わ
ず業務に従事
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採用実績

区分＼年度＊ R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

総合職

事務 8(3) 12(6) 9(2) ８(4) 12(5) 11(6) 12(5)

理工 6(1) 10(3) 8(3) 9(3) 10(4) 10(4) 10(4)

自然 7(3) 8(2) 8(3) 8(3) 8(3) 8(3) 9(4)

一般職

事務 10(6) 15(6) 14(6) 17(7) 16(6) 16(9) 21(13)

理工 4(0) 2(2) 2(1) 4(2) 5(4) 7(4) 4(3)

自然 6(3) 11(3) 12(3) 16(7) 14(5) 20(9) 15(3)

地方
事務所 - - - - 4(3) 10(6)

＊年度は入省年度、（ ）内は女性数

地方環境事務所の採用もR6年度より開始



数字で見る環境省（本省・地方含む）

14日
（R6年）

（R6年）

82% 100%男性 女性

（R6年度） （R6年度）

年間

平均35時間/月 平均超過勤務時間
※管理職を除く本省職員

年次休暇平均取得日数

育児休業取得率
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オフィス改革（フリーアドレス化）

⃝職場のレイアウトを見直し、様々な席を用意することで、
状況に適した環境での執務が可能。

⃝紙の削減、Web会議の活用が必然となるため、テレワーク
のしやすさにも繋がる。
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“霞が関版20%ルール”が導入されている

⃝所属長※に届出することで業務時間の一部（20%まで）を
所属課室の担当業務以外の活動に充てることが可能に！

・既存の課室等の枠を超え、社会のニーズに
合った新しい政策を実現

・職員の自律と成長、省の政策立案能力を増強

環境政策に寄与するものなら

何でもOK!!
新規開拓型 （３名）

• 知見を集めて新たな政策分野を開拓

タスクフォース型（59名）

• 課室の枠を超えたプロジェクトを推進

省内副業型 （３名）

• 専門性と熱意を活かして他課室業務に貢献

活動のカタチは
選べる3タイプ
※ハイブリッドも可能

更なる
社会変革へ

→ 各課室の担当業務との調和には十分留意

※ 省内副業型は副業先にも届出 

利用者数：のべ64名 （2022.8現在）
※ 異動等で常に増減。おおよそ60名程度で推移）
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サステナブル・ミュージック タスクフォースについて

 大規模な音楽フェスが、猛暑により熱中症の危険が高まったため、８月開催が見送られる
事例が出てきています。（気候変動による影響）

 音楽業界でも環境への意識が高まっており、イギリスでは大手音楽レーベルが
SBT(Science Based Target)を設定しているほか、日本でも一部の音楽フェスでは、①
再生可能エネルギーの利用、②ごみ分別の徹底、③プラスチックカトラリーの不使用等の環
境に配慮された運営が行われているものも増えてきました。（音楽フェス等での取組）

 音楽業界とのコミュニケーションをとりつつ、音楽が今後も持続可能となるよう業界と連携し
た取組を検討するとともに、音楽を通じた国民のライフスタイルの変革につなげる事を目的と
して、「サステナブル・ミュージック タスクフォース」を昨年10月に設置！

左：会場内のカトラリーについ
ては、有料化し、マイカトラリー
の持参を呼びかけているフェス
の例
https://fes23.apbank.jp
/contents/eco より

右：今年のFUJI ROCKでの
ミュージックTFの展示の様子

https://fes23.apbank.jp/contents/eco
https://fes23.apbank.jp/contents/eco
https://fes23.apbank.jp/contents/eco
https://fes23.apbank.jp/contents/eco
https://fes23.apbank.jp/contents/eco
https://fes23.apbank.jp/contents/eco
https://fes23.apbank.jp/contents/eco
https://kpop-guide.com/trash-album/
https://kpop-guide.com/trash-album/
https://kpop-guide.com/trash-album/
https://kpop-guide.com/trash-album/
https://kpop-guide.com/trash-album/
https://kpop-guide.com/trash-album/
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５．説明会情報等について
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Instagram・Xのフォローお願いします！

アカウント名 「環境省 採用チーム」（@moe_recruit）

▽Instagram ▽X（旧Twitter）
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OB・OG訪問を受付中！

⃝対面、オンラインのどちらでもOB・OG訪問を受付中！

環境省 OB・OG訪問

saiyo-jimu@env.go.jp
まで御連絡ください！
※何度でもお申込み可能です！

mailto:saiyo@env.go.jp
mailto:saiyo@env.go.jp
mailto:saiyo@env.go.jp
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